
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カスタマーハラスメント対策手引書 
 

会社名：株式会社OverTech 
 
 
 
 
 
 

作成日：令和7年７月９日 

 



会社の方針 

 

当社は、全従業員が安心して働ける職場環境を維持し、お客様との健全な関係を築くことを

最優先とします。そのため、カスタマーハラスメントの防止に向けた方針を定め、従業員を

保護するとともに適切な顧客対応を実施します。 

• すべての従業員に安全かつ尊重される環境を提供します。 

• 顧客対応において、正当なクレームとハラスメント行為を明確に区別します。 

• 相談窓口を設置し、従業員が安心して相談できる体制を整備します。 

• 研修を実施し、ハラスメント対応に関する知識を深めます。 

• 最新の対応策を継続的に導入します。 

 

はじめに 

 

・カスタマーハラスメント対策の背景 

近年、カスタマーハラスメントが深刻な課題となっています。厚生労働省「令和５年度職場

のハラスメントに関する実態調査」では、過去３年間に「カスタマーハラスメントを受け

た」と回答した労働者は全労働者のうち10.8％と、パワーハラスメントに次いで多い状況で

す。 

 

東京都では、令和6年10月に「東京都カスタマー・ハラスメント防止条例」が成立し、都内

で事業を行う事業者に対して、カスタマーハラスメントの防止に向けた措置が求められてい

ます。これに合わせて当社もカスタマーハラスメント対策を強化することとしました。 

 

・組織的な対応の必要性 

カスタマーハラスメントは、従業員に精神的・身体的苦痛を与え、その尊厳や人格を傷つけ

る行為です。従業員一人ひとりをカスタマーハラスメントから守り、その能力を十分に発揮

できるよう、良好な就業環境をつくることが重要です。 

当社においては、現場の従業員任せにすることなく、あらかじめ統一的な対応方法を定める

など、組織的なカスタマーハラスメント対策に取り組みます。  



 

・マニュアルの位置づけ 

本マニュアルでは、カスタマーハラスメントの定義、カスタマーハラスメントに対する基本

方針、当社における判断基準や対応例、社内体制などを示します。 

相談窓口の設置 

 

カスタマーハラスメントに関する相談や被害報告を受け付ける窓口を設置します。 

 

 窓 口は 人事・総務及び現場の上長 

 連絡先は ☎：03-6823-0778 ✉：info@overtech.tokyo 及び口頭 

 

• 相談窓口の役割 

• ハラスメント被害を受けた従業員からの相談を受け付けます。 

• 必要に応じて対応策を提案・アドバイスします。 

• 相談内容の秘密を厳守します。 

• 従業員の心身の安全確保およびメンタルヘルスケアに必要な支援を提供しま
す。 

 

• 相談窓口の利用方法 

• 電話、メール、SNS等による相談が可能です。 

• 匿名での電話または書面による相談を受け付けます。 

• 緊急時には、窓口または上長への直接報告が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 



カスタマーハラスメントに関する内部組織 

 

 カスタマーハラスメント対策推進 

 

代表 方針：ハラスメント防止を推進し、従業員の安全を確保します。 

 

人事・総務 

          手順作成・取組推進 

          教育・周知 

          警察・行政対応 

          訴訟案件対応 
 

 

 

 相談対応体制 

 

相談窓口           トラブル対応時の対応 

          対策推進への報告 

          従業員への配慮 

          身体の安全確保 

          精神面での配慮 

相談担当者 

上長・同僚等 

カスタマーハラスメント
の相談を受けた者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

 

 

 

カスタマーハラスメントに関する内部手続きの手順 
 

人事・総務 

 

  助言・指揮                           報告・相談 

 

相談窓口・相談対応者 

 

  助言・指揮                           報告・相談 

 

顧客対応者 

 

     対応                      カスタマーハラスメント発生 

 

顧客等 

 

 

顧客とのやり取りにおいて訴訟手続きが必要な場合 

警察・行政機関、社外組織との連携が必要な場合 

 

発生した時及び連絡できる状態の時 

報告時の対応状況確認事項 

・対応日時、場所 

・要望者の情報（わかる限り） 

・対応従業員 

 



・管理者の指示（具体的に） 

・要望の内容 

・対応結果 

・その他 

カスタマーハラスメントの定義 

カスタマーハラスメントとは、以下の3要素をすべて満たす行

為を指します。 

1. 顧客等から従業員に対する行為であること。 

2. 業務に関連する著しい迷惑行為であること。 

3. 就業環境を害するものであること。 

代表的なカスタマーハラスメントの例（法人営業向け） 

• 暴力行為： 机を叩く、資料を投げつける、営業担当者に対する身体的接触 

• 精神的攻撃： 大声での罵倒、侮辱、人格否定、過度なプレッシャーを与える言動 

• 過度な要求： 契約外の追加業務の強要、不当な値引きの要求、営業時間外の対応強要 

• 威圧的な言動：執拗なクレーム、土下座要求、契約を盾に過度な圧力をかける 

• 性的な言動： 従業員の身体的特徴への言及、不適切な接触、個人的な連絡先の強要 

• SNS等での誹謗中傷： 企業や担当者に対する虚偽の情報拡散、実際と異なる悪評の投
稿、特定従業員への攻撃的発言 

 



現場でのハラスメント発生時の対応手順 

1. 初期対応 

1. 冷静に対応し、顧客の要求を明確に確認します。 

2. 不当な要求や威圧行為には毅然とした態度で対応します。 

3. 顧客訪問時、身の安全を最優先とし、不穏な状況では退席を検討します。 

4. 社内の担当者に速やかに報告し、エスカレーションの必要性を判断します。 

5. 危険を感じた場合、退去後に即座に社内へ連絡し、警察への相談を検討します。 

 

2. エスカレーション対応 

1. 暴力・脅迫・性的ハラスメントが発生した場合： 速やかに警察へ通報します。 

2. 長時間の拘束や威圧行為が続く場合： 冷静に退去を要請し、応じない場合は警
察へ連絡します。 

3. 継続的な不当要求の場合： 明確な対応方針を示し、交渉窓口を制限します。 

4. SNS等での誹謗中傷が発生した場合： 内容を記録し、法務部門や弁護士と連携
します。 

3. 記録・報告 

1. 発生日時、場所、対応内容、顧客の言動を詳細に記録します。 

2. 可能であれば証拠（録音、録画、メール記録、目撃証言）を確保します。 

3. 必要に応じて関係者間で情報を共有します。 

4. 記録は一定期間保管し、再発防止策の検討に活用します。 

4. 事実関係の正確な確認と事案への対応 

1. 関係者から聞き取りを行い、ハラスメントの有無を確認します。 

2. 目撃者がいる場合、証言を収集します。 

3. 物理的な証拠（破損物、映像記録等）を保管します。 



4. 事案の重大性を判断し、適切な対応（謝罪、対応拒否、法的措置）を決定します。 

5. 重大な事案の場合、弁護士や警察と連携し、適切な法的措置を検討します。 

 

現場でのハラスメント発生時の具体的な対応例 

1. 取引先担当者による暴言・威圧があった場合 

● 顧客企業の担当者が「お前の会社とはもう取引しないぞ！」など威圧的な態度を取

る。 

 

◇対処方法 

1. 冷静に対応 

● 挑発に乗らず、大声には冷静に応じ、同じテンションで返さない。「お話を伺いま

すが、大声はお控えください」と伝える。 

2. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音。目撃者がいる場合、状況を共有し証言を

確保。 

3. エスカレーション 

● 執拗な攻撃が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。 

4. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、会社間での交渉に移行。 

 

2. 契約外の対応要求。 

● 「無料で追加対応しろ」と不当な要求をされる。 

● 「納期を1週間短縮しろ」と不当な要求をされる。 

 



◇対処方法 

1. 冷静に対応 

● 挑発に乗らず、大声には冷静に応じ、同じテンションで返さない。「お話を伺いま

すが、大声はお控えください」と伝える。 

2. 契約に基づく対応を主張 

● 「契約外の対応や納期短縮は会社の方針としてお受けできません」と明確に伝え

る。 

3. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音。目撃者がいる場合、状況を共有し証言を

確保。 

4. エスカレーション 

● 執拗な要求が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。 

5. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、会社間での交渉に移行。 

 

3. 業務の強要・長時間の拘束 

● 打合せ等で不要な時間の引き延ばし。 

● 打合せ等で契約に無い作業や業務を強要される。 

 

◇対処方法 

1. 初期対応 

● 予定時刻で退席を明確に伝え、「契約外の作業はお受けできません」と伝える。 

2. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音。目撃者がいる場合、状況を共有し証言を

確保。 

3. エスカレーション 

● 執拗な攻撃が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。 



4. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、会社間での交渉に移行。 

 

4. セクシャルハラスメント 

● 性的な冗談や発言を受ける。 

● 不必要な身体的接触をされる。 

● 性的な関係を強要される。 

 

◇対処方法 

1. 毅然と拒否 

● 具体的な対応は次ページを参照。 

2. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音。目撃者がいる場合、状況を共有し証言を

確保。 

3. その場を離れ安全確保 

● 不快または危険を感じた場合、その場を離れ、安全な場所に移動する。 

4. エスカレーション 

● 執拗な行為が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。必要に応じて会社

に報告し、指示を仰ぐ。 

5. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、必要であれば警察への相談を検討する。 

5. セクシャルハラスメントの具体的な対応 

 

● 性的な冗談や発言があった場合 

 発言例 「そのような個人的な話は仕事に関係ないのでご遠慮ください。」 

  「セクハラにあたる発言ですのでおやめください。」 

  「不快です。そのような発言は控えていただけますか。」 



 対応  笑顔で曖昧にせず、真剣な表情で伝える。 

  周囲に人がいる場合は聞こえるよう少し大きめの声で。 

  記録に残るようメールやチャットで伝えるのも有効。 

●  不必要な身体的接触があった場合 

 発言例 「触らないでください。」 

  「そのような行為はセクハラです。」 

  「不快です。二度と触らないでください。」 

 対応 相手との距離を取り、毅然とした態度で伝える。 

  必要であれば大声で助けを求める。 

  証拠として接触された場所や状況を記録。 

● 性的な関係の強要があった場合 

 発言例 「そのような要求には応じられません。」 

  「セクハラです。二度とこのようなことを言わないでください。」 

  「会社に報告します。」 

 対応 その場を離れ、安全な場所に移動。 

  信頼できる人に相談し助けを求める。 

  証拠として強要された内容や状況を記録。 

6. 契約解除をほのめかした嫌がらせ 

● 「うちとの取引を続けたいなら、言う通りにしろ」など、不当な圧力をかけられ

る。 

 

◇対処方法 

1. その場で明確に拒否 

● 契約に基づいた正当な取引を主張し、「会社の方針として対応できません」と伝え

る。 

2. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音。目撃者がいる場合、状況を共有し証言を

確保。 



3. エスカレーション 

● 執拗な攻撃が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。 

4. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、会社間での交渉に移行。 

 

7. 電話対応時のカスタマーハラスメント 

● 電話対応において、暴言、脅迫、不当な要求、過度なクレームなどのカスタマーハ

ラスメントが発生する。長時間の拘束、執拗な電話、業務妨害につながる行為が含

まれる。 

 

◇対処方法 

1. 基本対応 

● 対面時と同様の対応を原則とし、不当な要求や威圧的な言動に対しては毅然とした

態度で対応する。 

2. 対応範囲の明確化 

● 長時間の拘束を防ぐため、「本件については20分の対応をもって終了とさせていた

だきます」と明確に伝える。 

3. 通話の終了 

● 暴言や脅迫が続く場合、「業務に支障をきたしますので、これ以上の対応はできま

せん」と告げ、通話を終了する判断を行う。 

4. 会話の記録 

● 言動をメモに記録し、可能であれば録音する。いたずら電話や迷惑行為についても

記録を取り、必要に応じて法的対応を検討する。 

5. エスカレーション 

● 執拗な行為や頻発する電話が続く場合、上長または相談窓口へ報告し引き継ぐ。 

6. 改善されない場合 

● 上司・管理職へエスカレーションし、相談窓口と連携の上、警察や弁護士への相談

を検討する。 



相談サポートの対応手順 

1. 相談サポートとは 

相談窓口や相談対応者（現場上長、現場同僚等）がカスタマーハラスメントに対応する支援 

• 相談受付 

• 従業員が安心して相談できる環境を整えます。 

• 相談窓口担当者は冷静かつ親身に話を聞き、必要に応じて即時対応を検討しま
す。 

• 記録と分析 

• 相談内容の詳細（日時、場所、状況、関係者等）を記録します。 

• 事案の種類や傾向を分析し、再発防止策の検討に活用します。 

• 従業員のサポート 

• 必要に応じて専門家（カウンセラー、産業医等）によるカウンセリングを提供
します。 

• メンタルヘルスケアのサポートを行い、従業員が安心して業務に復帰できるよ
う支援します。 

• 継続的なフォローアップ 

• 相談した従業員と定期的に連絡を取り、状況の変化を確認します。 

• 事案の共有範囲を明確にし、他の従業員とも適切に情報を共有します。 

 

2. 事実関係の正確な確認と事案への対応 

 

• 関係者から聞き取りを行い、ハラスメントの有無を確認します。 

• 目撃者がいる場合、証言を収集します。 

• 物理的な証拠（破損物、映像記録等）を保管します。 

• 事案の重大性を判断し、適切な対応（謝罪、対応拒否、法的措置）を決定しま
す。 

• 重大な事案の場合、弁護士や警察と連携し、適切な法的措置を検討します。 

 



3. 取引先及び関係先との連携及び対応 

 

• 事実関係確認の結果を基に、取引先及び関係先に提出する報告書を作成しま
す。 

• 電話で「ハラスメントの社内調査を進めている旨と今後の対応について協議し
たい」と連絡します。 

• 調査結果を報告し、改善を要求します。報告内容には以下を含みます 
 

1. ハラスメントの具体的な内容と会社として認定した事実  

2. ハラスメントが被害者に与えた精神的苦痛と会社としての見解  

3. 再発防止のための具体的な改善策（例：担当者変更、研修実施、謝罪等） 

4. 改善策の実施期限と進捗状況の報告を求める 

• 報告をもとに今後の対応を協議します 

相談サポートの対応手順 現場対応者への配慮 

 

カスタマーハラスメントが発生した際、現場で対応した従業員への適切な配慮は、精神的な

負担軽減や職場環境の改善に繋がります。相談サポートとして以下のような配慮を行うこと

が重要です。 

相談サポートにおける、現場対応者への配慮について 

1. 身体的・精神的安全の確保 

1. 身体的な安全対策 

● 対面商談や取引交渉で暴力行為や威圧行為が発生した場合、即座に担当
者をその場から離れさせます。 

● 適切なタイミングで上長や警備員が介入し、営業担当者を安全な場所へ
誘導します。 

● オフィスや会議室のレイアウトを見直し、緊急時に安全に退避できるル
ートを確保します。 

● 取引先や顧客からの深刻な脅迫・暴力行為に対し、警察への通報を徹底



します。 

● 営業担当者が商談先や出張先で被害を受けた場合、本社・管理部門への
迅速な連絡体制を整備します。 

2. 精神的なケア 

● 精神的ショックを受けた従業員をすぐにフォローし、落ち着ける場所へ
案内します。 

● 休憩を取らせ、必要に応じて一時的に業務から外れることを許可しま
す。 

● 心理的負担軽減のため、産業医やカウンセラーと連携しカウンセリング
を提供します。 

● ハラスメント対応後のストレスチェックを実施します。 

 

2. 迅速な報告・相談体制の確立 

● 従業員が安心して報告できる環境を整え、電話、メール、SNS等での報
告を受け付けます。 

● 相談窓口では匿名相談にも対応します。 

● 報告後、迅速かつ適切に対応し、従業員が「報告しても意味がない」と
感じないようにします。 

● 事案に応じて上長、相談窓口、人事・総務担当者が関与し、従業員の負
担を軽減します。 

● 顧客や取引先との契約内容を見直し、ハラスメント発生時に契約解除が
可能な条項追加を検討します。 

3. 対応後の業務負担の軽減 

● ハラスメント対応後、すぐに通常業務に戻さず、一定の休憩時間を確保
します。 

● 可能であれば営業担当者のスケジュールを調整し、休息時間を取らせま
す。 

● 対応後も従業員の精神状態を確認し、必要に応じて追加のサポートを提
供します。 

● 上司や同僚が適切な声掛けを行い、孤立しないよう配慮します。 

 



4. 社内での情報共有と再発防止策 

● 実際に起きた事例を共有し、現場従業員だけでなく人事・総務担当者
とも対策を検討します。 

● 「次に同じことが起きた場合の対応」を明確にし、従業員が自信を持
って対応できるようにします。 

● 顧客対応マニュアルを更新し、カスタマーハラスメントへの対応手順
を明確化します。 

● 問題を起こした取引先に対し、取引停止措置や注意喚起を行います。 

5. 相談者・報告者のプライバシー保護 

● 報告内容を関係者以外に漏らさないよう徹底します。 

● 加害者に従業員の個人情報が知られないよう注意します。 

● 報告を理由に不利益を受けないよう配慮し、人事評価への影響がない
ことを説明します。 

● 相談窓口は適切なフォローアップを行い、従業員に安心感を与えま
す。 

教育研修 

 

● カスタマーハラスメントの基礎知識を全従業員に周知します。 

● 不当な要求への対処方法を学び、適切な対応力を身に付けます。 

● ストレスマネジメントとメンタルヘルスケアの重要性を理解します。 

● 相談窓口の運営と対応手順を共有し、全員が協力できる体制を構築します。 

● AIを活用したカスタマーハラスメント対策のロールプレイングを行い、実践的な対応力
を養います。 

● 警察や弁護士との連携方法を学び、必要時の対応力を強化します。 

● 担当部署： 人事・総務 

● 実施頻度： 定期的な研修を計画 

 

 

再発防止とマニュアルの見直し 

 



• カスタマーハラスメントが発生するたびに再発防止策を検討します。 

• 本マニュアルは定期的に見直し、最新の法規制や業界動向に対応します。 

• 見直し頻度： 年1回または重大事案発生時 

• 更新プロセス： 

• 相談窓口での対応事例を分析 

• 業界団体のガイドラインと照らし合わせ 

• 従業員の意見を反映し改訂 

 

 

カスタマーハラスメントへの対処 

カスタマーハラスメントは一人で抱え込む必要はありません。困ったことがあれば、必ず上

司や相談窓口に報告してください。 

皆さんが安心して働けるよう、会社全体でサポートします。 


